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水        道

１　令和５年度春日井市水道事業会計予算実施計画

２　令和５年度春日井市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３　給与費明細書

４　継続費に関する調書

５　債務負担行為に関する調書

６　令和４年度春日井市水道事業会計予定損益計算書

７　令和４年度春日井市水道事業会計予定貸借対照表

８　令和５年度春日井市水道事業会計予定貸借対照表

９　注記表

10　令和５年度春日井市水道事業会計予算実施計画説明書
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予 定 額

１
水 道 事 業
収 益

6,232,850

１営 業 収 益 5,219,424
主たる営業活動から生ずる収
益

１給 水 収 益 5,201,266 水道料金

２受 託 工 事 収 益 121
給水装置の新設又は修繕等の
受託工事による収益

３その 他営業収益 18,037 手数料及び一般会計負担金

２営 業 外収益 1,013,424
主たる営業活動以外から生ず
る収益

１受 取 利 息 100 預金利息他

２他 会 計 補 助 金 3,322 一般会計補助金

３分 担 金 197,598 水道施設分担金

４長期 前受金戻入 612,909
償却資産の取得又は改良に伴
い交付された補助金等の減価
償却見合い分

５雑 収 益 199,495
下水道使用料徴収事務に係る
収益他

３特 別 利 益 2
当年度の経常的収益から除外
すべき利益

１固定 資産売却益 1
固定資産の売却額が帳簿価額
を超える金額

２
過 年 度 損 益
修 正 益

1 前年度以前の損益の修正利益

１　令和５年度春日井市水道事業会計予算実施計画

備 考款 項 目

収　　　　　 　　　　入

収  益  的  収  入  及  び  支  出
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水        道

予 定 額

１
水 道 事 業
費 用

5,610,275

１営 業 費 用 5,535,304 主たる営業活動に要する費用

１原水及び浄水費 2,255,785
原水の取水及びろ過等に要す
る費用

２配水及び給水費 849,233
配水及び給水施設の維持管理
等に要する費用

３受 託 工 事 費 110
給水装置の新設又は修繕等の
受託工事に要する費用

４業 務 費 486,000
検針、料金の調定及び収納等
に要する費用

５総 係 費 111,525 事業活動の全般に要する費用

６減 価 償 却 費 1,777,227 固定資産償却費用

７資 産 減 耗 費 55,424 固定資産除却費用

２営 業 外 費用 66,171
金融及び財務活動等に要する
費用

１支 払 利 息 28,880
企業債利息及び一時借入金利
息

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

37,291

３特 別 損 失 3,300
当年度の経常的費用から除外
すべき損失

1
過 年 度 損 益
修 正 損

3,300 前年度以前の損益の修正損失

４予 備 費 5,500

1 予 備 費 5,500

款 項 目 備 考

支　　　　　 　　　　出
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予 定 額

１資本 的収入 417,399

１負 担 金 21,526

１負 担 金 21,526 一般会計負担金

２
固 定 資 産
売 却 代 金

1

１固定資産売却代金 1 売却する固定資産の帳簿価額

３工 事 収 入 395,871

１工 事 収 入 395,871 受託工事に係る収入

４分 担 金 1

１分 担 金 1 水道施設分担金

備 考

資   本   的   収   入   及   び   支   出

収　　　　　 　　　　入

款 項 目
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水        道

予 定 額

１資 本的支出 2,728,883

１建 設 改 良費 2,405,130
施設の建設改良及び固定資産
の購入に要する費用

１整 備 事 業 費 2,296,192 水道施設の整備に要する費用

２固定資産購入費 108,938
量水器、車両器具の購入に要
する費用

２
企 業 債
償 還 金

323,753

１企 業 債 償 還 金 323,753 企業債元金償還金

支　　　　　 　　　　出

款 項 目 備 考
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１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 460,762

減価償却費 1,777,227

固定資産除却費 55,423

たな卸資産減耗費 1

引当金の増減額（△は減少） 14,461

長期前受金戻入額 △612,909 

受取利息（△は益） △100 

支払利息 28,880

未収金の増減額（△は増加） 119,183

未払金の増減額（△は減少） 25,768

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,268 

その他流動負債の増減額 6,488

小計 1,868,916

利息の受取額 100

利息の支払額 △28,880 

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,840,136

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,245,091 

受託工事に係る収入 324,482

一般会計負担金による収入 24,589

その他投資 8

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,896,012 

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出 △323,752 

財務活動によるキャッシュ・フロー △323,752 

資金増加額（又は減少額） △379,628 

資金期首残高 6,401,566

資金期末残高 6,021,938

２　令和５年度春日井市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月31日まで）
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水        道

一般職

（人）

42

(3)

42

(2)

0

(1)

　　　勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の職員数である。

　　　

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

6,107 11,176 2,483 4,881 424 23,602

6,956 12,241 5,053 4,187 314 28,543

△ 849 △ 1,065 △ 2,570 694 110 △ 4,941

期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 そ の 他

37,588 28,779 20,551 3,665

40,426 30,556 16,435 3,035

△ 2,838 △ 1,777 4,116 630

80

0

80

331,260 66,188

△ 9,624△ 11,816

319,444

区　　分

本 年 度 56,564

３　給　与　費　明　細　書

１　総　　括

計

37

183

△ 146

174,295

176,727

△ 2,432

145,112

154,350

△ 9,238

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費
法　　定
福 利 費

合　計特別職
報 酬 給 料 手 当

（人）

376,008

397,448

△ 21,440

　備考　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

管理職手当

5,776

6,524

△ 748

休 日 勤 務
手 当

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

前 年 度

比　　較

10

10

0
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一般職

（人）

39

39

0

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

6,107 10,576 2,483 4,613 388 23,602

6,956 11,728 5,053 3,942 314 28,543

△ 849 △ 1,152 △ 2,570 671 74 △ 4,941

期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 そ の 他

35,753 28,779 20,312 3,665

38,629 30,556 16,430 3,035

△ 2,876 △ 1,777 3,882 630

区　　分

本 年 度

前 年 度

比　　較

(1) 会計年度任用職員以外の職員

計

職　員　数 給　　　　　与　　　　　費
法　　定
福 利 費

合　計特別職
報 酬 給 料 手 当

（人）

361,141

151,790 320,156 64,330 384,486

△ 9,656 △ 9,646 △ 23,345

10

10

0

37

183

△ 146

164,286

168,183

△ 3,897

142,134 306,457 54,684

△ 13,699

管理職手当

5,776

6,524

△ 748

休 日 勤 務
手 当

80

80

0

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較
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水        道

一般職

（人）

3

(3)

3

(2)

0

(1)

　　　勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員の職員数である。

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
特 殊 勤 務
手 当

時間外勤務
手 当

600 268 36

513 245

87 23 36

期 末 手 当 勤 勉 手 当 退 職 手 当 そ の 他

1,835 239

1,797 5

38 234

(2) 会計年度任用職員

計

1,883

8,544 2,560 11,104 1,858 12,962

給　　　　　与　　　　　費
法　　定
福 利 費

合　計
報 酬 給 料 手 当

10,009 2,978 12,987 1,880 14,867

職　員　数

特別職

（人）

　備考　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

区　　分

本 年 度

前 年 度

比　　較 1,465 418 22 1,905

管理職手当

休 日 勤 務
手 当
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区 分 増減額

給 料 △ 2,432 給与改定に 317 前年度給与改定分 前年度給与改定の状況

伴う増減分

昇給に伴う 1,840 平均昇給率

増加分

昇格に伴う 167

増加分

その他の △ 4,756 新陳代謝等に伴う減分 職員数の異動状況

増減分 △ 6,221

増分 1,465

本年度 40人 △1人 39人

前年度 38人 1人 39人

比　較 2人 △2人 0人

手 当 △ 9,238 制度改正に 1,368 期 末 手 当 111

伴う増減分 勤 勉 手 当 1,257

その他の △ 10,606 管 理 職 手 当 △ 748

増減分 扶 養 手 当 △ 849

地 域 手 当 △ 1,065

住 居 手 当 △ 2,570

通 勤 手 当 694

特殊勤務手当 110

時間外勤務手当 △ 4,941

期 末 手 当 △ 2,949

勤 勉 手 当 △ 3,034

退 職 手 当 4,116

そ の 他 630

現に在
職する
職員数

(その他) (計)

２　給料及び手当の増減額の明細

増減事由別内訳 説    明 備      考

　給料の改定率　　

　改定実施時期 

　※会計年度任用職員を除く

会計年度任用職員に係る

支給率の引上げ
　期末手当
　　会計年度任用職員
　勤勉手当
　　上記以外の職員

0.27％

令和４年４月１日

1.61％
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水        道

(円)

(円)

(歳)

(円)

(円)

(歳)

(円)

1
2
3
4
5
6
7
8
9

1
2
3
4
5
6
7
8
9

(級別の基準となる職務)

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ７ 級 ８ 級

部　長

158,900

169,800

高 校 卒

短 大 卒

大 学 卒

区 分

158,900

169,800

企    業    職

令和４年 12月１日
現 在

令和３年 12月１日
現 在

191,700

企 業 職 主　事 主　事 主　任 主　査 課長補佐

(人)
級

６ 級 ９ 級

3

計

2

(％)

9
9
10
3

事 務 ・ 技 術
（ 企 業 職 ）

一 般 会 計 の 制 度
行 政 職

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

区　　　　　　　　分

企 業 職 (円)

296,468

350,026
令和４年 12月１日
現 在

平 均 給 料 月 額

令和３年 12月１日
現 在

区 分

40.02

298,200

354,914

40.04平 均 年 齢

191,700

5.2

40 100.0

5.0
7.5

2

5.0
22.5

2

11
10

7.5
3
3

構 成 比

9
27.5
25.0

職 員 数

課長補佐 課　長 部　長

26.3
7.9
5.3
7.9

23.7
23.7

38 100.0

2

計

３　給料及び手当の状況

(1) 職員１人当たり給与

(2) 初任給(令和４年12月１日現在)

(3) 級別職員数
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(4) 昇給

(A) (人)

(B) (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(A) (人)

(B) (人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(％)

(％)

(円)

区 分

２号給

本
　
　
年
　
　
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

36
号 給 数 別 内 訳

企 業 職 備 考

39

比 率 (B)/(A)

４号給

36

８号給

６号給

92.3

(B)/(A)

区　　　　　　　　　　分

前
　
　
年
　
　
度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率 94.9

号 給 数 別 内 訳

37

８号給

37

39

２号給

４号給

６号給

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 危険手当

1,155

70.0

0.2

(5) 特殊勤務手当

企 業 職

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

支給対象職員の比率（令和４年12月１日現在）
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(6) 期末手当・勤勉手当

備考　（　）内は、暫定再任用職員（「前年度」は再任用職員）の標準的な支給率である。

(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分 備 考

支 給 率 等

一 般 会 計
の 制 度
(支 給率等 )

(8) その他の手当

(1.125)

同　　　上

通　　勤　　手　　当 同　　　　　　じ

区　　　　　　　　分 一般会計の制度との異同 差　異　の　内　容

扶　　養　　手　　当 同　　　　　　じ

24.586875 47.709 47.70933.27075
定年前早期退職
特 例 措 置
2 ％ ～ 20 ％ 加 算

そ の 他 の
加 算 措 置 等

一般会計の制度

20年勤続の者
(月分)

35年勤続の者
(月分)

最 高 限 度
(月分)

25年勤続の者
(月分)

地　　域　　手　　当 同　　　　　　じ

住　　居　　手　　当 同　　　　　　じ

24.586875 47.709 47.70933.27075

2.200 2.200

2.150 2.150 4.30
(2.25)

4.40
(2.30)

有

有

前    年    度

2.200 2.200
(1.150) (1.150)

(1.150)(1.150)

(1.125)

4.40
(2.30)

有

水        道

本    年    度

備 考
６月（月分） 12月（月分）

区　　　分
支  給  期  別  支  給  率

（月分）

支  給  率  計 職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置
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１
資本的
支 出

１
建 設
改良費

東山ポンプ場整備 ５ 55,000 55,000

６ 649,000 649,000

７ 456,500 456,500

８ 16,500 16,500

計 1,177,000 1,177,000

４　継続費に関する調書

令和 ３年度末

ま で の 支 払

義 務 発 生 額損益勘定
留保資金

左の財源款 項

全体計画

事 業 名
年度 年  割  額
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55,000 55,000 4.7

649,000 55.1

456,500 38.8

16,500 1.4

55,000 55,000 1,122,000 100.0

令 和４年度末
ま で の 支 払
義 務 発 生
（ 見 込 ） 額

令 和 ５ 年 度

支 払 義 務

発 生 予 定 額

令和５年度末
ま で の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

令 和 ６ 年 度
以 降 の
支 払 義 務
発 生 予 定 額

水        道

継 続 費 の
総 額 に
対 す る
進 捗 率 (%)
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上 水 道 施 設
Ｌ Ｅ Ｄ 照 明 器 具 借 上

28,090 令 和 ４ 年 度 2,392

５　債務負担行為に関する調書

事 項 限 度 額

期 間 金 額

令 和 ４ 年 度 末 ま で の

支 払 義 務 発 生 （ 見 込 ） 額
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令和５年度から
令和13年度まで

25,698

期 間 金 額

令 和 ５ 年 度 以 降 の

支 払 義 務 発 生 予 定 額
左 の 財 源 内 訳

給 水 収 益

25,698

水        道
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１

4,029,411

0

15,300 4,044,711

２

2,005,348

688,584

0

413,759

104,258

1,763,508

33,532 5,008,989

964,278

３

507

581,936

140,025

605,505

129,676 1,457,649

４

37,964

600 38,564 1,419,085

454,807

(1)

資 産 減 耗 費

(2) 他 会 計 補 助 金

営 業 損 失

減 価 償 却 費

(5) 総 係 費

(4) 業 務 費

６　令和４年度春日井市水道事業会計予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

(3)

(2)

受 託 工 事 費

配 水 及 び 給 水 費

(3)

(1)

(1)

(2)

そ の 他 営 業 収 益

雑 支 出

経 常 利 益

(5) 雑 収 益

原 水 及 び 浄 水 費

営 業 費 用

(2)

(1)

受 取 利 息

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

(4) 長 期 前 受 金 戻 入

(3) 分 担 金

(6)

(7)
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水        道

５

0

0 0

６

2,500 2,500 △ 2,500

452,307

0

515,537

967,844当年度未処分利益剰余金

特 別 利 益

(1)

過年度損益修正益(2)

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 益

当 年 度 純 利 益

過年度損益修正損(1)

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

－ 187 －



１

1,242,310

4,992,208

△ 1,936,057 3,056,151

62,935,597

△ 34,237,496 28,698,101

8,705,924

△ 6,280,642 2,425,282

25,710

△ 23,539 2,171

245,116

△ 146,060 99,056

181,864

35,704,935

46

46

35,704,981

２

6,401,566

834,430

△ 4,410 830,020

25,390

7,256,976

42,961,957

ハ 構 築 物

ホ 車 両 運 搬 具

減価償却累計額

ヘ 工具、器具及び備品

減価償却累計額

ト 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

７　令和４年度春日井市水道事業会計予定貸借対照表

（令和５年３月31日）

資    産    の    部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

ニ

減価償却累計額

イ 土 地

ロ 建 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

(2) 投資その他の資産

イ そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 ･ 預 金

(2) 未 収 金

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
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３

1,036,356

1,036,356

241,691

241,691

1,278,047

４

323,752

323,752

849,562

15,092

26,701

26,701

293,951

1,509,058

５

429,579

873,664

7,644,116

16,406,109

5,296,342

30,649,810

△ 275,178

△ 564,856

△ 5,144,297

△ 10,614,415

△ 3,996,885

△ 20,595,631

10,054,179

12,841,284

負    債    の    部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

(2) 引 当 金

イ 退職給付引当金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

(3) 前 受 金

(4) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(5) その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 県 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受贈財産評価額

ニ 工 事 負 担 金

ホ 分 担 金

長 期 前 受 金 合 計

(2) 収 益 化 累 計 額

イ 県 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受贈財産評価額

水        道

ニ 工 事 負 担 金

ホ 分 担 金

収益化累計額合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 25,673,750

７

16,442

1,310

77,730

39,312

2,028,890

534,668

2,698,352

780,727

967,844

1,748,571

4,446,923

30,120,673

42,961,957

資 本 金

ハ 負 担 金

ニ

工 事 負 担 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

ロ 県 補 助 金

分 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

資    本    の    部

資 本 合 計

負 債 ･ 資 本 合 計

イ

受贈財産評価額

ホ

ヘ

(2) 利 益 剰 余 金

ロ 当年度未処分利益剰余金

建設改良積立金
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水        道

１

1,242,310

4,992,208

△ 2,062,057 2,930,151

64,626,585

△ 35,461,508 29,165,077

8,794,669

△ 6,557,929 2,236,740

40,590

△ 21,614 18,976

274,558

△ 152,374 122,184

357,354

36,072,792

38

38

36,072,830

２

6,021,938

755,755

△ 3,816 751,939

31,658

6,805,535

42,878,365

ハ 構 築 物

８　令和５年度春日井市水道事業会計予定貸借対照表

（令和６年３月31日）

資    産    の    部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

ニ

減価償却累計額

ホ 車 両 運 搬 具

イ 土 地

ロ 建 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

ヘ 工具、器具及び備品

減価償却累計額

ト 建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

貸 倒 引 当 金

(3) 貯 蔵 品

(2) 投資その他の資産

イ そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

(1) 現 金 ･ 預 金

(2) 未 収 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計
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３

750,232

750,232

259,810

259,810

1,010,042

４

286,124

286,124

830,747

15,092

23,637

23,637

300,439

1,456,039

５

429,579

893,472

7,644,116

16,705,831

5,267,679

30,940,677

△ 284,860

△ 577,472

△ 5,303,216

△ 10,885,802

△ 4,058,478

△ 21,109,828

9,830,849

12,296,930

負    債    の    部

固 定 負 債

(1) 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

ホ 分 担 金

収益化累計額合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

ロ 負 担 金

ハ 受贈財産評価額

ニ 工 事 負 担 金

その他流動負債

ホ 分 担 金

長 期 前 受 金 合 計

(2) 収 益 化 累 計 額

イ 県 補 助 金

ロ 負 担 金

ハ 受贈財産評価額

ニ 工 事 負 担 金

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

(3) 前 受 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

(1) 企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金

イ 県 補 助 金

(4) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

(5)

イ
建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

(2) 引 当 金

イ 退職給付引当金
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水        道

６ 25,673,750

７

16,442

1,310

77,730

39,312

2,028,890

534,668

2,698,352

2,209,333

2,209,333

4,907,685

30,581,435

42,878,365

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ･ 資 本 合 計

ホ 工 事 負 担 金

ヘ 分 担 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金

ロ 県 補 助 金

ハ 負 担 金

ニ 受贈財産評価額

資 本 金

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国 庫 補 助 金

資    本    の    部
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１

(1)

(2)

　法による。

　　　機械及び装置　　　　６～20年

(3)

(4)

２

３

(1)

　　　令和４年度 6,655千円

　　　令和５年度 2,432千円

９　注　記　表

固定資産の減価償却の方法

重要な会計方針

たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品は、先入先出法による原価法によっている。

　　減価償却の方法は、定額法による。ただし、取替資産（量水器）については、取替

　有形固定資産

　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当

　　　工具、器具及び備品　４～８年

予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　該当なし。

　する。

消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

　他会計が負担すると見込まれる金額を除く。

ア 退職給付引当金

　　退職手当を支給するため、退職給付引当金を次のとおり取り崩す。

予定貸借対照表等関連

引当金の取崩し

　　主な耐用年数は、次のとおりとする。

　　　構築物　　　　　　　10～60年

　　　車両運搬具　　　　　４～５年

引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

イ 賞与引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上

　　　建物　　　　　　　　13～50年

　する金額を計上する。ただし、「職員の退職手当の取扱いに関する協定書」に基づき、

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費の支出に備える

　ため、当年度の負担に属する金額を計上する。

ウ 貸倒引当金
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水        道

　引当金を次のとおり取り崩す。

　　　令和４年度 25,108千円

　　　令和５年度 26,701千円

　　　令和４年度 4,252千円

　　　令和５年度 4,410千円

４

(1)

(2)

(3)

　１年以内 9,309,696円

　１年超 279,290,880円

　　計 288,600,576円

５

(1)

その他の注記

リース資産に係る経過措置

　リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。

イ 賞与引当金

ウ 貸倒引当金

　　債権の不納欠損処分をするため、貸倒引当金を次のとおり取り崩す。

リース会計に係る特例措置

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理を行う。

　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を行う。

準じた会計処理による。

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費を支出するため、賞与
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

１ 6,232,850 6,228,876 3,974 

１ 営 業 収 益 5,219,424 5,306,890 △ 87,466 

１給 水 収 益 5,201,266 5,289,301 △ 88,035 

２受 託 工 事 収 益 121 121 0 

３その他営業収益 18,037 17,468 569 

２ 営 業 外 収 益 1,013,424 921,984 91,440 

１受 取 利 息 100 100 0 

２他 会 計 補 助 金 3,322 2,566 756 

３分 担 金 197,598 170,126 27,472 

４長期前受金戻入 612,909 606,640 6,269 

水 道 事 業 収 益

目

10　令和５年度春日井市水道事業会計予算実施計画説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項

収　入
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水        道

予 定 額

１ 水 道 料 金 5,201,266 年度末給水栓数 135,500栓

１ 受 託 工 事 収 益 121

１ 手 数 料 12,487 中止閉栓手数料、設計審査手数料、工事検査手数料他

２ 一 般会計 負担金 5,550 消火栓等維持管理費負担金

１ 預 金 利 息 100

１ 一 般会計 補助金 3,322 児童手当に要する経費に係る補助金

１ 分 担 金 197,598 水道施設分担金

１ 県 補 助 金 9,682

２ 負 担 金 14,334

３ 受 贈財産 評価額 158,919

４ 工 事 負 担 金 339,718

５ 分 担 金 90,256

備 考節
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

５雑 収 益 199,495 142,552 56,943 

３ 特 別 利 益 2 2 0 

１固定資産売却益 1 1 0 

２
過 年 度 損 益
修 正 益

1 1 0 

款 項 目
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水        道

予 定 額

１
下 水 道 使 用 料
徴 収事務 負担金

197,153

２ そ の 他 雑 収 益 2,342 行政財産目的外使用料他

１ 固 定資産 売却益 1

１ 過年度損益修正益 1

節 備 考
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

１ 5,610,275 5,527,847 82,428 

１ 営 業 費 用 5,535,304 5,450,419 84,885 

１原水及び浄水費 2,255,785 2,286,696 △ 30,911 

２配水及び給水費 849,233 763,927 85,306 

支　出

水 道 事 業 費 用

款 項 目
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水        道

予 定 額

１ 給 料 28,820 １　人件費 57,969

２ 手 当 16,453

３ 賞与引当金繰入額 3,941 ２　受水費 2,114,718

６ 法 定 福 利 費 8,755 ３　取水、浄水施設管理費 83,098

11 備 消 品 費 16,196

13 光 熱 水 費 21,530

19 修 繕 費 45,372

33 受 水 費 2,114,718

１ 給 料 21,750 １　人件費　職員　５人 42,818

２ 手 当 11,863 ２　配水、給水施設管理費 806,415 

３ 賞与引当金繰入額 2,840

６ 法 定 福 利 費 6,365

11 備 消 品 費 1,467

12 燃 料 費 1,454

13 光 熱 水 費 4,360

14 印 刷 製 本 費 275

15 通 信 運 搬 費 8,633

16 委 託 料 450,791

17 手 数 料 554

18 賃 借 料 11,893

節 備 考

(1) 水源しゅんせつ修繕

(2) 水源水中ポンプ入替修繕他

(1) 水道施設維持運転業務委託

(2) 配水管等修繕業務委託

(3) 機械設備等点検業務委託

(4) 漏水調査業務委託

(5) 水道施設用地賃借他

(1) 職員 ６人 55,243

(2) 会計年度任用職員 １人 2,726
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

３受 託 工 事 費 110 110 0 

４業 務 費 486,000 479,139 6,861 

５総 係 費 111,525 119,255 △ 7,730 

款 項 目
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水        道

予 定 額

19 修 繕 費 99,440

21 動 力 費 223,798

23 材 料 費 1,000

31 工 事 請 負 費 2,750

31 工 事 請 負 費 110

１ 給 料 29,123 １　人件費 55,950

２ 手 当 14,914

３ 賞与引当金繰入額 3,531 ２　料金収納等業務費 430,050 

６ 法 定 福 利 費 8,382

11 備 消 品 費 2,415

12 燃 料 費 222

14 印 刷 製 本 費 17,939

15 通 信 運 搬 費 25,250

16 委 託 料 347,416

17 手 数 料 7,177

18 賃 借 料 571

19 修 繕 費 29,060

１ 給 料 34,938 １　人件費 89,701

２ 手 当 19,342

３ 賞与引当金繰入額 4,808 ２　報酬　上下水道事業経営審議会委員　10人 37 

５ 報 酬 37

備 考節

(1) 窓口、検針等業務委託

(2) 量水器開閉栓等業務委託

(3) 上下水道情報システム保守等業務委託

(4) 水道料金納入通知書等作成業務他

(1) 職員 ６人 49,349

(2) 会計年度任用職員 ３人 6,601

(1) 職員 ７人 84,161

(2) 会計年度任用職員 ２人 5,540
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

６減 価 償 却 費 1,777,227 1,766,743 10,484 

７資 産 減 耗 費 55,424 34,549 20,875 

２ 営 業 外 費 用 66,171 69,178 △ 3,007 

１支 払 利 息 28,880 37,968 △ 9,088 

２
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

37,291 31,210 6,081 

目款 項
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水        道

予 定 額

６ 法 定 福 利 費 10,062 ３　一般管理費 21,787 

７ 旅 費 581

８ 退 職 給 付 費 20,551

11 備 消 品 費 1,923

12 燃 料 費 58

14 印 刷 製 本 費 34

16 委 託 料 4,547

18 賃 借 料 69

19 修 繕 費 31

24 補 償 費 1,500

28 負 担 金 6,961

29 保 険 料 2,123

34 公 課 費 144

36 貸倒引当金繰入額 3,816

１
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

1,777,227

１ 固 定資産 除却費 55,423

２ たな卸資産減耗費 1

１ 企 業 債 利 息 28,877

２ 借 入 金 利 息 3 一時借入金利息

備 考節

ア 人件費負担金 5,079

イ 日本水道協会負担金 566

ウ 日本水道協会愛知県支部負担金 9

エ 尾張水道連絡協議会負担金 95

オ 県水道北部ブロック協議会負担金 77

カ 愛知県公共料金等暴力対策協議会負担金 3

キ 水源地交流事業負担金 60

ク 職員健康管理費負担金 445

ケ 研修会等出席者負担金 627

負担金（6,961）の内訳
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

３ 特 別 損 失 3,300 2,750 550 

１
過 年 度 損 益
修 正 損

3,300 2,750 550 

４ 予 備 費 5,500 5,500 0 

１予 備 費 5,500 5,500 0 

款 項 目
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水        道

予 定 額

１
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

37,291

１ 過年度損益修正損 3,300 漏水等による還付金

１ 予 備 費 5,500

備 考節
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

１ 417,399 357,714 59,685 

１ 負 担 金 21,526 28,234 △ 6,708 

１負 担 金 21,526 28,234 △ 6,708 

２
固 定 資 産
売 却 代 金

1 1 0 

１
固 定 資 産
売 却 代 金

1 1 0 

３ 工 事 収 入 395,871 329,478 66,393 

１工 事 収 入 395,871 329,478 66,393 

４ 分 担 金 1 1 0 

１分 担 金 1 1 0 

資 本 的 収 入

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　入

款 項 目
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水        道

予 定 額

１ 負 担 金 21,526 消火栓設置費の一般会計負担金

１ 固定資産売却代金 1

１ 工 事 収 入 395,871 配水管布設工事の受託に係る収入

１ 分 担 金 1

節 備 考
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本年度予定額 前年度予定額 増 減 比 較

１ 2,728,883 2,961,411 △ 232,528 

１ 建 設 改 良 費 2,405,130 2,622,161 △ 217,031 

１整 備 事 業 費 2,296,192 2,573,548 △ 277,356 

２固定資産購入費 108,938 48,613 60,325 

２ 企 業 債 償 還 金 323,753 339,250 △ 15,497 

１企 業 債 償 還 金 323,753 339,250 △ 15,497 

資 本 的 支 出

款 項 目

支　出
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水        道

予 定 額

１ 給 料 59,664 １　人件費　職員　15人 129,533

２ 手 当 42,042 ２　水道施設整備事業費 2,166,659 

３ 賞与引当金繰入額 8,517

６ 法 定 福 利 費 19,310

16 委 託 料 139,986

24 補 償 費 7,101

31 工 事 請 負 費 2,019,572

１ 量 水 器 購 入 費 19,085

２ 車 両器具 購入費 89,853

１ 企 業 債 償 還 金 323,753

水質検査機器、給水車、水道事業会計システム及びサーバ
機器等購入

節 備 考

(1) 管路耐震化整備

(2) 東山ポンプ場整備

令和５～８年度継続事業

(3) 配水管布設等整備他
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